研究開発型ベンチャーの新製品開発　－先進的ユーザーの役割などについての研究－ by 松井 憲一
研究開発型ベンチャーの新製品開発　－先進的ユー
ザーの役割などについての研究－
著者 松井 憲一
出版者 法政大学イノベーション・マネジメント研究センタ
ー
雑誌名 イノベーション・マネジメント
巻 3
ページ 47-62
発行年 2006-03-31
URL http://hdl.handle.net/10114/3279
研究開発型ベンチャーの新製品開発
く査読付き投稿論文＞
研究開発型ベンチャーの新製品開発
一先進的ユーザーの役割などについての研究一
松井憲一
1．はじめに
2．研究の目的・意義・方法
3．先行研究
4.仮説
5．分析
6.結論
１．はじめに
1.1研究開発型ペンチヤーの重要性、金融機関の対応状況など
２１世紀のわが国経済においてはプロダクト・イノベーションの重要性がいっそう増して
いるが、松田(2004）はその担い手として技術系の研究開発型ベンチャーへの期待を表明
している1．同様に、吉川（2002）は製造技術で競争する伝統的な中小企業とは異なり、
製品開発で競争する研究開発型ベンチャーの重要性を指摘している。
一方、研究開発型ベンチャーが新製品開発を進めていく上で、大きな経営課題の一つは
資金調達である。例えば、柳（2004）は「スタートアツプ期（売上約３億円まで）の圧倒
的問題は資金の不足である。その後の急成長期（約３億円～約５０億円）においても、社
長の役割の一つとして、資金調達が大きい」と述べている．
しかし、わが国の金融機関、特に銀行等の間接金融機関はベンチャー企業へのファイナ
ンスに消極的であるといわれる。その大きな要因の一つとして、福田他(2002)は、金融機
関においてベンチャー･ファイナンスのリスク評価法が不十分であることを指摘している。
２００５年９月６日提出、2005年１２月３日再提出、２００６年２月４日審査受理。
】早稲田大学ビジネススクール・松田修一研究室（2004）『ＭＯＴアドバンスト技術ベンチャー』日本能
率協会マネジメントセンター、Pl6。
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この点は、筆者が勤務する側)ＵＦＪベンチャー育成基金においても、研究開発型ベンチャ
ーに対する２０年以上の債務保証実績があるにもかかわらず、そのリスク評価法が確立し
ているとは言いがたい状況であった。
1.2研究開発型ペンチャー・新製品開発に対する事業性評価法の構築
こうした状況を踏まえて、筆者は、ベンチャー・ファイナンスのリスク評価レベルを向
上すべ<、150件の新製品開発事例を基にしてマイケル・ポーターの競争戦略論（ＭＥ・ポ
ーター、1985）やクレイトン・クリステンセン他のイノベーション論（クレイトン・クリ
ステンセン／マイケルルイナー、2003）をも活用して、研究開発型ベンチャー企業の新
製品開発に対する事業性評価法を提案した（松井、2005a、2005b)。
この業性評価法の目的は、研究開発型ベンチャー企業の新製品開発の成功確度を、製品
開発の段階で三つのリスク分野に区分することであった。第一はローリスク分野（新製品
開発成功率７５％程度以上)、第二はミドルリスク分野（成功率３０％～75％程度)、第三は
ハイリスク分野（成功率30％程度以下）である（表１)。
表１リスク分野の要件と金融機関の対応
リスク区
(出所）松井（2005b）より。
筆者が提案した事業性評価法の結論は、次の三点に集約される（表２参照)。
（１）市場実績の小さい研究開発型ベンチャーが、競合企業と同じ市場で戦う差別化戦略
やコスト・リーダーシップ戦略、さらには既存企業が重視しているハイエンド顧客に的を
絞った集中戦略（ハイエンド集中戦略）によって新製品開発を行った場合、その成功率は
低い。これらの市場においては、市場実績の小さい研究開発型ベンチャーに対して、既存
有力企業の競争力が強いためである。
その中で、「企業提携なし」のケースにおける新製品開発成功率はきわめて低く（対象
サンプルにおいては５％)、金融機関にとってハイリスク分野と判断される。「企業提携あ
り」のケースでは対象サンプルにおける成功率は４０％であり、ミドルリスク分野と評価さ
れる。
（２）市場実績の大きい研究開発型ベンチャーが、競合企業と同じ市場で戦う差別化戦略
等によって新製品開発を行った場合、成功率は高く（77％)、これはローリスク分野であ
る。
市場シェア３位以上または当該市場での売り上げ１０億円程度以上の研究開発型ベンチ
ャーは、すでに競合企業に負けない顧客基盤やブランドカ等を有している。したがって、
JbumaIofmno旧liDnManagemenlND､３ －４８－ 
分 要件 期待される金融機関の対応
ローリスク
新製品開発成功率、７５％程度以上
～銀行融資で採算を取ることが可能に
制度金融、銀行融資で前向きに対応
～銀行の積極進出が期待される
ミドルリスク
新製品開発の成功率
～30％程度から７５％程度
特に制度金融においては社会性・成長
性等によっては前向きに対応
ハイリスク 新製品開発の成功率～30％程度以下 制度金融、銀行融資とも案件回避
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この市場における新製品開発は、クリステンセンが言うところの持続的イノベーションに
相当し、成功率が高いと考察された。
（３）研究開発型ベンチャーが、既存企業が重視していないローエンド顧客を対象とした
集中戦略（ローエンド集中戦略）や、新しい顧客市場を対象とする集中戦略（新市場集中
戦略）によって新製品開発を行った場合、その成功率は高い。
その基本的理由は、ローエンド市場や新市場においては、既存有力企業の関心が薄いた
めに競合企業の力や買い手の交渉力などが弱く、研究開発型ベンチャーの力が発揮されや
すいからである｡これは研究開発型ベンチャーの市場実績の大小にかかわらず当てはまる。
その中で、①研究開発段階において顧客ニーズが確認されている場合には、成功率は最
も高く(93％)､②顧客ニーズが確認されていない場合には成功率はきわめて低い(10％)、
③顧客ニーズの存在は確認されていないが海外や国内の他の市場において類似のニーズが
存在している、「他市場にニーズあり」の場合には、その成功率は前記二つのケースの中間
程度（44％）である。
表２事業主体と基本戦略に着目した新製品開発の事業性評価法
(注）成功率は、150件のデータ分析結果
(出所）松井（2005a）より。
顧客ニーズの確認区分の定義等については表３のとおりとした。
表３ニーズの確認区分の定義と想定される成功率
(出所）松井（2005a）より。
イノベーション･マ家ジメントNo.３－４９ 
差別化戦略
コスト戦略
集中戦略
ハイエンド
集中戦略
ローエンド集中戦略
新市場集中戦略
市場実績小の
企業
市場実績大の
企業
｢企業提携なし」
ハイリスク（成功率５％）
｢企業提携あり」
ミドルリスク（成功率４０％）
ローリスク（成功率７７％）
｢ニーズ確認」
ローリスク
(成功率
93％） 
｢ニーズ未確認」
ハイリスク
(成功率10％）
｢他市場にニーズあり
ミドルリスク
(成功率４４％）
」
ニーズ区分 定義 成功率
ニーズ確認 市場規模１０億円程度以上のニーズが確認されている 高い
他市場に
存在
選定市場での存在は確認されていないが、他の市場に
類似ニーズがある 中間程度
ニーズ
未確認
選定市場や他市場に存在していない
存在していても、市場規模が１０億円程度以下 低い
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1.3問題の所在
ここで問題は、「 チカ荊発 割した［王、との沼
多ｎＡ生－の新型Ｐ，．！研究開発型ぺ、 ンクにマー のユー1ナー0〕
ことである。こうした点についてよどのようなものであったのか、ﾛ■，」
}よ、他の先行研究においても必ずしも明らかではないと判断される。
この点が明確になれば、研究開発型ベンチャーの新製品開発活動・マーケティング活動
はより正確化・効率化され、その成功確度がさらに高まるものと期待される。本研究のポ
イントはここにある。
2.研究の目的・意義・方法
2.1目的
本研究においては、ローエンド集中戦略および新市場集中戦略をとることによって成功
した研究開発型ベンチャーが、どのような特徴を有するユーザーに対してニーズ確認をし
たのか、そのユーザーの役割はどのようなものであったかを明確にする。
また製品開発の途中段階ではニーズ確認がなされていなかったケース、即ち「他市場に
ニーズあり」や「ニーズ未確認」であったケースで成功した企業は、その後どのようなユ
ーザーに対してアプローチすることによってニーズを確認し、事業成功に結びつけたのか
も明確にする。
2.2意轆
筆者の先行研究によって、研究開発型ペンチヤーの新製品開発のリスク評価法は相当程
度に明らかになったと思われる。
この研究成果に立脚し、研究開発型ベンチャーがニーズ確認をしたユーザーの姿やその
役割内容を明確化することが出来れば、研究開発型ベンチャーの新製品開発やマーケティ
ング活動は効率化・正確化し、ひいてはその成功確度を更に向上させることができる。
2.3方法
研究開発型ベンチャー67社の新製品開発事例を対象としたデータ分析､およびケースス
タディ分析による。これら企業は、全て、新市場集中戦略またはローエンド集中戦略によ
って新製品開発を行ったものである。そのうち、法人顧客対象は６２件、個人顧客対象は５
件であった。法人顧客向けの新製品開発が件数も多いために、これを分析の対象とする。
3.先行研究
先行研究をレビューする狙いは、研究開発型ベンチャーなどがニーズ確認をすべきユー
ザーの要件を探ることである。
ａｌＥ・フォン・ヒッペル
、フォン・ヒッペル（1991）は、メーカーだけがイノベーションの担い手ではなく、
ユーザー自身・供給者・メーカーなど多様であることを指摘した。また、メーカーおよび
Jbumaｿｏｆｌｍｏ蛇mIbnManagBmenfIVDb3 －５０－ 
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供給者にとって、どういう新製品や新サービスが世の中で求められているかという点を明
らかにする方法として、一部の先進的ユーザー、即ちリードユーザーを活用する方法を提
唱した。
リードユーザーの要件として、ヒッペル（1991）は次の点を指摘している。篭＝lニー
ユー・一】。、ニーこ官、。箆三
に、それらのニーズに対して解決策を梶供することによって大きな利補を期待する、こと
である。
ここで、「リードユーザーはイノベーションの初期受容者とは異なる」とされている。
初期受容者は、ニーズに対するコマーシャルベースでの製品・サービスが提供される以前
に、新たなニーズを受け入れ、しばしば自分たちで解決策を打ち立てる。したがって、コ
マーシャルペースの新製品開発には必ずしも有効ではない。これに対して｣L=_E三＝堂＝
と考えコマーシャルベースでの製品 ･サーピなが
られている。
ａ２ジョージ。Ｓ・デイ
ジヨージ．Ｓ・デイ（2002）も、いままで市場に存在していなかった商品を受容し普及
させる有力な手段として、先進ユーザーの役割を指摘している。ここでは、「先進三＝辻＝
は次世代テクノロジーが鯛、．ニー心
デザインコンセプトへの反応などについて０ fパ、③ 
クを梶供してくれる｡」として、新製品開発の内容についての情報をフィードバックする役
割がクローズアップされている。
3.3レオナルド・ローデイッシユ他
レオナルド・ローデイツシユ他（2004）は、ベンチャー企業が新製品開発を成功させる
ために、「 うな や知識の高い 、￣ Ｌ－ 
カゴ葱 行うことが大事なのである－１と述べて
いる。ここでは、「レファレンス顧客」に対して新しい製品・サービスのコンセプト・テス
トを行うことが成功への必要条件であると、指摘されている。
「レファレンス顧客｣は､オピニオンリーダーとしての資質を持っていると考えられ｢商
品に関する技術・知識は豊富だが、一般の顧客に大きな影響力を持つことは想定しにくい
「イノベーター」とは峻別されている。ここでいう「イノベーター」は、フォン・ヒッペ
ルが言うところの「初期受容者」に相当するものと考えられる。
3.4先進的ユーザーの要件
上記の先行研究から、研究開発型ベンチャーなどが接触すべき先進的ユーザーは、次の
二つの要件を備えたものと考察される。
第一は、新しくかつ将来に増加見込みのニーズに直面し、新製品開発の内容についての
情報をベンチャー企業等のメーカーに対してフィードバックする役割を果たすことである。
この要件は、ヒッペル、デイ、ローデイッシユに共通している。第二は、他の買い手にと
って影響力があることである｡この要件については、特にローディッシュにおいて明確に
強調されている。
イソペーシュン･マ宗ジメントＮｂ､３－５１－ 
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4.仮説
先行研究などから、二つの仮説を設定することができる。
4.1第一の仮説
第一は、研究開発型ベンチャーが新市場集中戦略やローエンド集中戦略を展開する中で、
こニー冒刃一〕る先進的ユーザーは、（I１ニーこ官品
階の内容につ 死､ ビパ､〕 雪Ｉ￣ 
が友 ことである。
研究開発型ベンチャー等が競合企業と同じ市場で戦う差別化戦略やコスト・リーダーシ
ップ戦略の場合には、競合する製品の内容や顧客ニーズ等についてすでに相当程度のもの
が明らかになっている。しかし、新しい顧客を対象とする新市場集中戦略や、既存企業の
関心が薄い顧客を対象とするローエンド集中戦略の場合には、顧客ニーズの具体的内容な
どは研究開発型ベンチャーにとってそれ程明確ではなかろう。研究開発型ベンチャーが顧
客ニーズと関係なしに闇雲に新製品開発を行っても、それは顧客ニーズに適合せずに失敗
に終わってしまう可能性が高い。
したがって、この場合、何らかの形で先進的ユーザーの力を借りる必要性が高いと考え
られる。すでに先行研究で明らかにされている先進的ユーザーの要件が、研究開発型ベン
チャーの新製品開発の場合にも当てはまるものと考察される。なお、本研究では企業向け
の新製品開発を対象としているために､先進的ユーザーとは当然のことながら企業である。
4.2第二の仮説
第二は、 臆スア、 ブスまよそご凶
：であるとが多い」ことである。
市場の動向に後追いで従う多くの企業群は、当然のことながら先進的ユーザーの資格は
ない。また新しいニーズや技術等に対していかに先進的であっても、他の企業に対して影
響力の小さい企業群は先進的なユーザーとはなりにくい。特に日本においては研究開発型
ベンチャーに対する多くのユーザーの評価や信用力は欧米に比べ高くない､と考えられる。
したがって、研究開発型ベンチャーによる新製品開発の信用力・プランドカを補完する
上で、業界リーダー的な大企業、具体的には東証一部上場またはそれに準ずる企業・組織
の力が大きいと想定される。
5.分析
平成元年から平成１４年ごろまでにＵＦＪベンチャー育成基金の債務保証を受け、かつ新
製品開発の成功・失敗が明らかとなった企業の中で、ローエンド集中戦略または新市場集
中戦略を選択したものは合計６２件であった。
筆者の先行研究で見たように、この中では「ニーズ確認」のケースが最も成功率が高く
ローリスクに分類されている。｢他市場にニーズあり」のケースがミドルリスクであり、「ニ
ーズ未確認」のケースはハイリスクに相当した。
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表４ローエンド集中戦略・新市場集中戦略の成功・失敗率（企業ユーザー向け）
(出所）筆者作成。
以下、研究開発型ベンチャーがどのような先進的ユーザーと接し、ニーズ確認をしなが
ら成功または失敗の道を歩んだかを追求していきたい。
5.1「ニーズ確認」のケース
(1)全体結果
成功を収めた２９件のうち、－部上場企業またはそれに準ずる機関でニーズ確認をした
ものが２４件も観察された。それ以外の企業でニーズ確認をしたものはわずかに５件であ
った。
また、失敗は１件であったが、これは一部上場以外の企業でニーズを確認していた。
表５ローエンド集中戦略・新市場集中戦略の「ニーズ確認」ケースの成功・失敗率など
(出所）筆者作成。
(2)－部上場企業等によるニーズ確認の内容
一部上場企業等によるニーズ確認の内容をまとめたのが表６である。これらが先進的ユ
ーザーの要件、すなわち①新しいニーズに直面し、新製品開発の内容についての情報をベ
ンチャー企業等に対してフィードバックする役割を果たすと共に、②他の買い手にとって
影響力がある、を備えているかどうかを考察する。
まず、これらの一部上場企業等は、２４件中、２１件（表６の太線より上に表示）までが、
新製品の市場投入以前の段階で研究開発型ベンチャーと共に新たなニーズへの対応を行い、
新製品開発の内容についての情報をベンチャー企業等に対してフィードバックする役割を
果たしていた｡研究開発型ベンチャーと－部上場企業との間で、「ニーズを聴取しながらの
開発｣、「共同開発｣、「試作品納入」などの形で新製品情報のフィードバックが行われた。
他の３件（表６の太線より下に表示）については、市場投入後の早い段階で「採用内定」
といった形で新たなニーズヘ対応していた。これらは、「完成品の受注確定」などの情報入
手にとどまっており、その前の製品開発段階で情報のフィードバックが行われる関係にあ
ったかどうかは、判断できなかった。
イソベーション･ﾏﾗﾋｼﾞﾒﾝﾉLAlQ3－５３－ 
成功（成功率） 失敗（失敗率） 合計
ニーズ確認 2９（97％） １（3％） 30（100％） 
他市場にニーズあり ４（31％） ９（69％） 1３（100％） 
ニーズ未確認 ３（16％） 1６（84％） 1９（100％） 
全体 3６（58％） 2６（42％） 6２（100％） 
成功件数（成功率） 失敗件数（失敗率） 合計
ニーズ確認
－部上場企業等で確認
それ以外の企業で確認
2９（97％） 
2４ 
５ 
１（3％） 
０ 
１ 
3０（100％） 
２４ 
６ 
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表６－部上場企業等によるニーズ確麗の内容
(出所）筆者作成。
次に、「②他の買い手にとって影響力がある」についても、これら企業等の総合力や知名
度等からすれば、まったくそのとおりであろう。大半の企業が、業界をリードする有力大
企業であった。
したがって、ニーズ確認の対象となった－部上場企業等の大半（２４社中の２１社）が、
先進的ユーザーの二つの要件を満たしていたと判断される。
ここで、先進的ユーザーによるニーズ確認が、研究開発型ベンチャーに大きなインパク
トを与えた事例を２社紹介する。
JbumaloflnnoMallonM2I〕agemenlAlo,３ －５４－ 
新製品・サービス ニーズ確認企業とその内容
解体工事用クラヅシャー コマツ、三菱キャタピラ、日立建機（試作品納入）
光磁気ディスクの量産検査装置 ソニー（ラボ機導入）
マイクロパーツフィーダと外観検査装置 村田製作所、京セラ、ＴＤＫ（試作品納入）
トンネルエ事測量支援システム 日本道路公団（認証取得）
放送業務用機器向けﾊﾞｯﾃﾘｰ・充電器 大手放送会社（ニーズを確認しながら開発）
液晶ディスプレー用ボード 日立製作所（ニーズを確認しながら開発）
低価格高精密デジタルスチルカメラ カシオ計算機赤井電機（試験販売）
ＰＯＳリモートメンテナンスシステム 日本石油（ニーズを確認しながら開発）
フオトレジスト露光システム ＡＳＥＴ：超先端電子技術開発機構（試作機納入）
大気圧プラズマを利用した表面処理装置 鐘ケ淵化学、日東電エ（試作機購入、共同開発）
エンジンブレードのリペアシステム 石川島播磨（試作情報の提供）
リアルタイム学習型画像検査システム 富士フィルム（試作機納入）
地上波データ放送用の送受信システム TBS（試験放送開始）
化合物半導体素子用液晶成膜技術 東芝、モトローラ（試作販売）
荷役現場における自動混載ロボット 三菱化学、ニチレイ（ニーズを確認しながら開発）
フオトレジスト解析システム 住友化学（ニーズを確認しながら開発）
シリコンウエハ･エッジの検査装置 信越化学（ニーズを確認しながら開発）
カルシウムの殻化技術確立、応用製品 明治乳業（共同開発）
ビデオゲートウエイ アマダ、森精機（試作機納入）
電磁誘導加熱方式の電磁調理器 関西電力（共同開発）
プラズマ法によるカーボン薄膜形成装置 富士通（実験機納入）
インターネット用ゲートウエイサーバー 伊藤忠資生堂（採用内定）
LANグループウエア用業務管理サーバー システムインテクレーター数社（受注確定）
目視に代わる高速外観検査システム 神戸製鋼所（先行納入）
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ノクス社シリコンウエハ・ツジし．
当社は､もともと半導体シリコンウエハ等の検査装置を米国等から輸入･販売する商社で
あった。従来、シリコンウエハの検査はウエハの表面のみが米国企業の検査装置によって
なされており、ウエハのエッジは目視検査によっていた。
９０年代後半に、当社は、住友シチックス（現住友金属エ業）等のウエハメーカーにおい
て、ウエハ表面だけでなくエッジの検査ニーズが強まりつつあることを掴んだ。ウエハの
大きさが200ｍｍから300ｍｍに移行するにしたがって、エッジのキズによってウエハが
割れるなどのコストが大幅に増加することが予想されたのである。そこで当社は、商社か
らウエハ検査装置メーカーへの業態転換を決意し、技術者募集に踏み切った。
前身が商社であるということから技術者を集めるのに苦労したが、関係企業等の協力も
得ながら世界で初めてのウエハエッジ自動検査装置を開発し、住友シチックスおよび信越
化学に納入できた｡先進的ユーザーのニーズ確認によって､新しい市場を創造すると共に、
業態転換を成し遂げたのである。
次の段階で、当社は世界一の半導体メーカーである米国インテル社に対して、300ｍｍ
ウエハのエッジ自動検査装置を納入することに成功した。これは、他社がエッジ検査装置
を開発していなかったことと、信越化学等で使用実績があることが評価されたものと思わ
れる。これは、国境を超えたレファレンス効果である。なお、当社は、２００４年に東証マザ
ーズ市場に上場した。
・デイ・ユニ ．、の開！バッテリー．
当社は、ＮＨＫや民放テレビ会社におけるビデオカメラマンのニーズをきめ細かく把握
した上で放送業務用機器向けバッテリー・充電器を開発し、かつアフタサービスなどにき
め細かく対応している。この結果、このニッチ市場においては、ソニーのバッテリー･充電
器部門（産業用･民生用）を凌駕している。
製品開発に当たっては、バッテリーの容量・重さ・充電時間などについて徹底したニー
ズ確認が行われた。さらに、撮影現場等でのバッテリーの補充･修理等のニーズが大きいこ
とも確認し、営業マンがいつでも駆けつける体制を敷いた。このような対応力が、多種多
様な顧客を擁するソニーに対する差別力となっている。
当社は、欧米の放送会社や米国陸軍等も有力な顧客に加えることにも成功したが、これ
は、わが国の代表的放送会社と取引があるというレファレンス効果が大きかったものと判
断される。また、海外ユーザーのニーズにも対応すべ<、米国･イギリス・台湾･中国に営
業・サービスの拠点を設けている。
(3)大企業以外の企業等によるニーズ確認とその内容
ニーズ確認の５件は、－部上場企業以外の企業・法人によるものであった。そのうち４
件（表７の太線より上）は、かなり似通った特徴を有している。
ニーズの確認自体は、地方自治体や業界団体、さらには小規模企業等さまざまであり、
これらの企業は一部上場企業ほどのレファレンス効果を有していないと判断される。
しかし、４件の研究開発型ベンチャーは、販売代理契約を－部上場クラスの企業と結ん
でいた。それぞれの業界で力を有している企業との販売代理契約が、他の買い手に対して
一定のレファレンス効果をもたらしたものと推察される。
ポノパーシュン･字テヒジメントＮｂ､３－５５－ 
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表７－部上場企業外の法人等によるニーズ確認の内容
(出所）筆者作成。
ただ、これらの事例において、ニーズ確認が行われた企業等と研究開発型ベンチャーと
の間でどの程度の情報フィードバックが行われたかについては､残念ながら不明であった。
もう一つの事例（表７の－番下）は、市場での実績がある研究開発型ベンチャーが、４００
件の試験施工と高評価獲得をもとに新サービスを独自で販売したものである。当社は、建
設基盤エ事の分野ですでに信用力・評判等を有していたことが、大手企業との販売代理契
約なしでも成功した条件であったと推察される。
(4)「ニーズ確認」における失敗事例の分析
一部上場企業によってニーズ確認（実証テスト実施）がなされたにもかかわらず、失敗
したケースが観察された。この失敗要因は、「大手企業との共同開発契約を解消した結果、
時間ロスによって新規参入を許した」ことに求められる。先進的ユーザーに対してニーズ
確認を行ったところまでは成功への道をたどっていたのだが、その後の対応に齪鑑を生じ
たものである。
表８「ニーズ確認」における失敗事例
(出所）筆者作成。
5.2「他市場に＝－ズあり」のケース
製品開発の途中段階（債務保証の審査時点）においては、対象市場におけるニーズの確
認はなされていなかったが､他の市場に類似のニーズが存在していたケースの分析を行う。
具体例としては、①海外市場に存在していた新製品．サービスを国内市場に導入する、
②大企業向けに提供されていた製品．サービスを中小企業向けなどの市場に導入する、な
どである
Jbuma/oflhnc旧llbnManagemenfIVo,３ －５６－ 
新製品・サービス ニーズ確認の内容
解体工事用無公害散水器 東京都庁エ事での使用実績。オカダアイヨンと販売代理契約
EYkX文字認識システム 酒販業者（採用内定)。日本ＩＢＭと販売代理契約
ケアマネージメント等
支援システム
倉敷市と実証実験。
富士通、日本ＩＢＭと販売代理契約予定
ビル節水システム 一流ホテルが効果を認めた。松下電器関連企業と販売代理契約
建設基盤工法 400件の施工実績あり。当社による直接販売当社は、市場実績が大きい
新製品・サービス ニーズ確認の内容 失敗理由
無線・モパイル端末によるク
レジヅトカード認証システム
日本信販、セゾングループと
実証テストを行い、結果良好
大手企業との開発提携契約を解消。
時間ロスにより新規参入を許す。
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表９「他市場にニーズあり」ケースにおける成功・失敗内容
(出所）筆者作成。
すでに筆者の先行研究で見たとおり、このケースの成功率は高くない（表９)。
その中で成功した４件については、製品開発の後半段階等において－部上場企業による
ニーズ確認が行われていた（表１０)。失敗した９件については、最後までニーズ確認が出
来なかったケースばかりであった。このことから、「他市場にニーズあり」においても、－
部上場企業等が先進的ユーザーの役割を果たすことが成功の有力な方法である、と言えよ
う。
(1)「他市場にニーズあり」のケースの成功事例分析
表１０は、４件の成功事例の内容を示したものである。ここでは、少なくとも３件につい
て、－部上場企業等が先進的ユーザーの役割を果たしたと判断される。
製品開発の途中段階（債務保証の審査時点）では、他の市場（海外市場、国内大企業市
場など）に類似ニーズが存在していることは確認されていたが、狙った市場でのニーズは
確認されていなかった。しかし のが多 可関‘がＴ士
ズ確當ざれナ化 尾するよな 中 由
あゑ←したがって、これらのケースもすでに見た先進的ユーザーの条件を満たしている。
残りの１件（表の最下段）については、－部上場企業に製品納入したことは確認できた
が､その前段階でどのような情報フィードバック活動がなされたかどうかは不明であった。
表１０「他市場にニーズあり」のケースにおける成功事例（その１）
(出所）筆者作成。
イソパーション･マネジ〆ﾝｿLlVb,３－５７－ 
成功件数
(成功率）
失敗件数
(失敗率） 合計
他市場にニーズあり
その後、一部上場企業等で確認
その後もニーズ確認できず
４ 
(31％） 
４ 
0 
９ 
(69％） 
０ 
９ 
1３ 
(100％） 
４ 
９ 
新製品・サービス 他の市場 ニーズ確認の内容
液晶用アニール装置 電熱路、プラズマＣＶＤ等アニール市場
シャープ
(試作機納入後に共同開発）
電子出版用のナレッジサーキ
ユレーシヨン用ソフト 米国 凸版印刷（－部共同開発）
電話によるボイスポータル業 米国、韓国 読売新聞社、ぴあ等で実証実験
LAN用マルチメディア・マル
チボート・リピータ 米国 ＮＥＣ，富士通、ソニーほかに納入
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(2)「他の市場にニーズあり」のケースにおける失敗事例分析
表１１は、「他の市場にニーズあり」のケースにおける失敗事例をまとめたものである
が、想定されたニーズが顕在化しなかったケースが大半である。または、事業として成
り立つにはあまりにも市場規模が小さいと評価されたものもあった。
これらの中には先進的ユーザーが存在していなかったケースもあろうし、先進的ユーザ
ーが存在していたが研究開発型ベンチャーがアプローチしなかったケースもあろう。いず
れにせよ、結果的に先進的ユーザーがその役割を発揮しなかった。
表１１「他の市場にニーズあり」のケースにおける失敗事例
(出所）筆者作成。
対象案件９件の中で、大企業向けを想定した新製品開発はわずかに１件(表の太線より
上）であり、それ以外は中小企業向けや対象顧客が明確でないものばかりであった。大企
業以向け以外の新製品開発においては、影響力のある先進的ユーザーを見出すことが難し
いこともあって、その成功率は低いものに止まっているものと判断される。
ちなみに、「他の市場にニーズあり」のケースにおける全ての事例１３件について、大企
業向けとそれ以外の市場向けとで、成功･失敗率を見ると、それ以外の市場向けの成功率
は、大企業向けのそれを大幅に下回っている。
表１２「他市場にニーズあり」のケースにおける成功･失敗率
(出所）筆者作成。
JbumaloflnnoV圏lionManagemenflVo､３ －５８－ 
新製品・サービス 他の市場 狙った市場（ニーズなし）
屈折率および膜厚測定装置 半導体向け 磁気ディスク、光ディスク等
簡易・低価格のボイスアダプター 大企業 営業所、個人商店
光空間伝送のパソコン間の無線ＬＡＮ 有線ＬＡＮ市場 無線ＬＡＮ市場
レーザーディスプレー装置 劇場等 結婚式場等の簡易市場
製造現場用タイムレコーダシステム 大企業 中小企業向け
パソコン用ディスクアレイシステム 大型汎用機向 パソコン向け
スクリーンカメラ搭載ビデオ
プリンター
ビデオプリンター
市場あり
屋外で撮影､その場で使用可能
というニーズ
金属加工機用の自動給油装置 大企業 中小企業向け
多孔性フィルム製造装置 大企業 中堅企業向け
成功 失敗 合計
大企業向け ４ １ ５ 
それ以外向け ０ ８ ８ 
全体 ４ ９ 1３ 
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5.3「ニーズ未確認」のケース
製品開発段階で「ニーズ未確認」という事例は１９件あったが、そのうち成功したのは
わずかに３件であり、大半の１６件は失敗に終わった。失敗の直接的要因は、製品開発後
にもニーズを見出すことが出来なかったためである。
それでは、「ニーズ未確認」にも拘らず成功した３件は、なぜ成功したのか。
詞始１ 早い４で新製.．こ林 ￣Ｐ 〕、 ￣ 
ス1-合わせるＺ、 つ
。この三つの事例においては、こうした先進的ユーザーに接触咀来ナ
することがなければ事業は頓挫していた可能性が多分にあったであろう。
表１３「ニーズ未確認」にも拘らず成功した事例
(出所）筆者作成。
以下、先進的ユーザーを見出しそのニーズを確認したことが、事業成功への分岐点とな
った事例を、２社述べる。
災害甲等を携帯品カヌ § ユーナウ・ドット・ネｕ ７マイ－，
ステム
当初は、インターネットプロバイダー数社を通じて災害情報等を個人の携帯電話向けに
販売するスキームであったが、苦戦を余儀なくされた。その後、このサービスは朝日新聞
社が提供する携帯向け情報サービス「朝日ライフラインＮＥＷＳ」のコンテンツとして採用
された。この効果はきわめて大きく、事業が軌道に乗り始めたのである。
まず、朝日新聞社は、最終ユーザーに責任をもって提供すべき災害情報等について、そ
の内容の絞込みと深堀を要求した。この結果、レスキユーナウ・ドット・ネット社が収集・
加工する情報範囲が絞られるとともに、従業員がピーク時の５５人から半分以下に減少す
るという副次的効果があった。さらに朝日新聞社は、業務の管理体制についても、従業員
個人による管理ではなく組織規定･文書規定等に基づいた全社的管理体制の構築を要求し
た。先進的ユーザーからの情報フィードバック効果によって、当社は期せずして、従業員
リストラと社内管理体制の整備を行うことが出来たのである。
イソペーシュン･マネジメンノMVob3－５９－ 
当初想定の新製品内容 成功の要因（考察）
中堅・中小法人向けデータ・ストレージ．
サービスのシステム化。データ保管業務の
アウトソーシング需要を想定
中小企業市場にはニーズなし。
大企業向けのニーズを見出し、ソフトを大手情報通信
会社にＯＥＭ供給することによって、売り上げ拡大。
ＰＣ向けインタラクティブWEB3D技術の
事業化。インターネットを通じた販促活動
として、３Ｄ画像の幅広いニーズを想定。
多くの業界にアプローチしたが、不成功。
自動車業界に的を絞り、トヨタ・ホンダが採用。
災害や事故等の情報を個人の携帯電話等
へカスタマイズ配信するシステム。
プロパイダーを通じての個人販売では苦戦。朝日新聞
社の携帯向け情報サービスのコンテンツとして採用さ
れた。これを契機に、他の業界での販売も増加。
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朝日新聞社へのサービス納入が大きな契機となって、総合警備保障と資本提携･業務提
携が行われた。これは業界を超えたレファレンス効果である。さらに総合警備保障との提
携は、日産自動車･三井住友銀行・大正製薬等へのサービス提供へと連鎖している。
Ｂ３Ｄ技呵ヅパ社ＰＣナインタフ
当社は、インターネットを通じて簡便に操作できる３Ｄ画像を販売促進用に活用すると
いうピジネスモデルで、多くの業界にアプローチした。精密部品のネットカタログ、家具
のネット販売、マンションのネット展示、ネットを通じた肉の調理法研修等々である。し
かし、対象顧客の的が絞り切れないこともあって、当初は大いに苦戦した。
そこで当社は、自動車業界に的を絞り、ネットを通じた自動車の３Ｄ画像提供と費用見
積もりシステムを開発し、これがトヨタとホンダに採用された。その後、時を経ずしてこ
のシステムは米国と欧州の自動車メーカーに採用された｡国境を越えたレファレンス効果
である。当社は、海外メーカーへの販売・サービスを充実すべく、米国・フランスに事業
所を開設している。
最近では自動車業界を越えて、日本航空（座席予約システム）や旭化成（住宅販売）な
どにも採用されている。トヨタ等によるレファレンス効果が大きかったものと推察される。
6.結論
6.1仮説の検証結果
企業ユーザー向けに、ローエンド集中戦略または新市場集中戦略によって新製品開発を
行った事例は６２件であった。
「ニーズ確認」の成功事例２９件のうち、－部上場企業等でニーズ確認されたのは２４件
に上った。これらの企業の大半は､新製品･新サービスが市場に投入する以前の段階から、
新しいニーズヘ対応していた。その中の２１件については、－部上場企業等と研究開発型
ベンチャーとの間で、「試作品納入、ニーズを聴取しながら開発、共同開発、試験放送」な
どの形で、新製品・新サービスについて情報のフィードバック活動が行われた。
さらに、これらの事例に登場した－部上場企業は、ほとんどが業界を代表するような大
企業ばかりであり、他の企業への影響力も大きいと判断された。
また、「他市場にニーズあり」や「ニーズ未確認」のケースにおいて成功した事例７件
についても、全て、製品開発や販売開始段階において一部上場企業等でニーズ確認が行わ
れた｡さらにその中で少なくとも６件については､情報のフィードバック活動がなされた。
以上の分析結果からみて、第一の仮説、即ち「わが国の研究開発型ベンチャーがニーズ
確認等のために接触すべき先進的なユーザーは、①新しいニーズに直面し、新製品開発の
内容についての情報をベンチャー企業等に対してフィードバックする役割を果たす、②他
の買い手にとって影響力がある、という要件を備えている」ことが検証された。
また、第二の仮説「上記の要件を備えた先進的ユーザーは、東証一部上場クラスまたは
それに準ずる企業・組織であることが多い」ことも検証されたといえる。
研究開発型ベンチャーの場合には、一般的に財務体力が小さい。したがって、利益計上
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までに長期間を要する新製品開発はリスクが大きい。したがって、製品開発や販売のなる
べく早い段階で先進的ユーザーのニーズを確認することが、成功の必要条件とも言える。
中でも東証一部上場クラスの企業によるニーズ確認は、製品開発等における情報フィード
バックやレファレンス効果が大きい｡この点は､数社の事例紹介で見られたとおりである。
6.2仮説以外の事実関係
「ニーズ確認」の成功事例の中では、比較的少数（４件）ではあったが、「－部上場企業
以外の企業や自治体等でニーズ確認がなされ、かつ、販売代理を有力な一部上場企業等が
担っていた」ケースが観察された。新製品・新サービス対象のユーザーに大企業等が含ま
れない場合に、－部上場企業等が販売代理という形で信用補完をすることによって成功し
たものである。このようなケースも成功パターンの一つであると考えられる。
しかし、一般的には研究開発型ベンチャーが大企業以外の中小企業等を対象とした新製
品開発を行う場合には、成功率が下がると判断される。大企業向けに製品供給がなされて
いたケースで、それ以外の中小企業等のマーケットに対して新たなニーズを想定して新製
品開発を行った場合では、失敗の件数が多かった。これらの市場においては、有力な先進
的ユーザーを見出すことが難しいことが、その有力な一因であると推察される。
6.3今後の課題
今後の課題として、二つのことが残った。
第一は、企業向け製品開発において－部上場企業等の先進的ユーザーが果たす役割の中
で、新製品・新サービスの情報フィードバック活動の内容について、更なる情報収集とそ
の掘り下げである。特に研究開発型ベンチャーの方が大企業等に対してニーズ確認等のア
プローチを行った場合と、逆に大企業等の方から研究開発型ベンチャーに対して主体的に
情報提供・アプローチした場合とでは、新製品開発の効率性や正確性等に差異が出てくる
のではないかと思われる。
第二は、－部上場企業以外の先進的ユーザーの事例収集と内容掘り下げである。新製
品･新サービスのユーザーが、大企業以外の企業・法人、さらには個人向けの場合である。
今回の研究においては、この事例数が少なく十分な研究を行うことが出来なかった。
いずれも研究対象となる事例の数には限りがあろうが、地道に腰を落ちつけて取り組む
所存である。
最後に、本論文の審査に当たって、レフェリーの先生方から大変に貴重なご意見を頂戴
したことに対して心から御礼申し上げたい。
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